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内部統制システムに関する基本方針の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は、平成27年５月１日施行の改正会社法に基づき、平成27年８月21日の

取締役会において、次のとおり内部統制システム基本方針の一部改定について、

決議いたしましたので、下記のとおり改定後の内容をお知らせします。 

 
記 

 
１．職務執行の基本方針 

 

当社は、「人と自然を大切に思い、人の心と体を『癒』すことにより、地域社

会に貢献することで、自己の確立と喜びを感じる企業でありたい」という経営

理念のもと、すべての役社員が、職務を執行するにあたっての基本方針を以下

のとおりとする。 

 

（１）温浴施設「極楽湯」「RAKU SPA」において、時代の変化や顧客ニーズを的

確に捉えた、質の高いサービスを提供することで、顧客満足度を高め、

企業として適切な利益を安定的に獲得する 

（２）あらゆるステークホルダーを重視した経営を行い、その健全な関係の維

持・発展に努める 

（３）各地域の文化や慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・

社会の発展に貢献する 

（４）「開かれた企業経営体質」を基本に、危機管理体制の構築と法令遵守を徹

底する 

（５）ホスピタリティ、チャレンジ精神、経営マインドを持った人材を育成す     

   る 

 

当社は、この経営理念及び基本方針のもと、適正な業務執行のための体制を

整備し、運用していくことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統

制システムを構築している。 



また、当社は、内外環境の変化に応じて、適宜適切な内部統制システムを整

備する。 

 

２．当社、当社子会社及び当社関連会社（以下、「当社企業グループ」という。）

の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

 

当社は、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にすべく、経営理念に基づく

基本方針を定め、当社企業グループの取締役及び使用人すべてが公正で高い倫

理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努める。 

また、定期的に開催される取締役会、執行役員会及び部長会など各種会議体

を通じて、会社の業務実施状況の実態を把握し、法令遵守をはじめリスク情報

の共有を図り、あらゆる業務が適正・妥当かつ合理的に行われているかを確認

する。取締役会には顧問弁護士が出席し、意思決定に至る過程における法令定

款違反行為を未然に防止する。 

さらに、コンプライアンス室を設置し、全社的な法令遵守の推進にあたる。 

 

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録について、

各会議体の事務局が議事録を作成し、定められた保存年限に基づき適切かつ確

実に保存及び管理する。 

また、取締役社長決裁を要する稟議書についても、同様に適切かつ確実に保

存及び管理する。 

 

４．当社企業グループの損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

 

当社企業グループは、各社にて定期的に開催する各種会議体においてリスク

情報を共有し、各部門及び各店舗においては現在制定している規程・マニュア

ル等に基づき、企業危機の未然防止・迅速な対応・再発防止に努める。また、

情報共有及び法令遵守を徹底し、必要に応じて速やかに規程・マニュアル等の

整備を行う。 

特に当社事業の特性上重要度の高いリスクである衛生管理については、より

一層の意識及び知識の向上を図るべく講習会への出席や資格取得の推進を積極

的に実施する。 

当社は、当社管理部が当社企業グループ全体のリスクの統括管理部門として、

リスク情報を集約し、内部統制と一体化したリスク管理を推進する。また、重

大な事態が生じた場合は、迅速な危機管理対策が実施できる体制を整備する。 

当社子会社及び当社関連会社（以下、「当社子会社等」という。）においても、



その規模及び特性等を踏まえ、当社の社内規程その他の体制に準じた規程等を

制定し、損失の危険等の管理に係る体制を整備する。 

 

５．当社企業グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制 

 

当社は、月１回の定例取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、重要事項に

関して迅速かつ的確な意思決定を行う。 

また、取締役会の下に、執行役員会及び部長会を設けて、取締役会の議論を

充実させるべく事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲

内で当社業務の執行及び施策の実施等について審議・意思決定を行う。 

決定された業務の執行状況は、取締役、執行役員又は部門長が取締役会・執

行役員会などにおいて適宜報告し、また監査役もこれを定期的に監査する。 

当社子会社等においても、その規模及び特性等を踏まえ、重要事項に関して

迅速かつ的確な審議・意思決定を行う。 

 

６．当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 

当社は、当社子会社等においても、当社と同様の経営理念及び基本方針の周

知徹底を図り、適正な経営管理を行う。 

また、電子媒体を活用して経営情報等を共有し、業務に関する適正な指示・

要請を効率的に行うシステムを構築する。 

当社は、当社子会社等を管掌する取締役・執行役員を置き、当該当社子会社

等代表の業務執行状況を監視・監督する。 

当社子会社等の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会

に報告し、承認を得て行うこととする。 

当社子会社等代表は定期的に当該当社子会社等の運営状況について当社に報

告するとともに、グループ間の情報共有・意思疎通及びグループ経営方針の統

一化を図る。 

当社の内部監査担当は、定期的に当社子会社等の業務監査・コンプライアン

ス監査等を実施し、その結果を当社代表取締役社長及び常勤監査役に報告する。 

 

７．監査役の職務を補助する使用人について 

 

現時点では、監査役の職務を補助する専任の使用人を設置していないが、監

査役会が求めた場合は、取締役会と監査役会で協議し、監査役スタッフを設置

するなど実効性のある監査役監査体制の整備に努める。 

 

 



８．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 

現時点では、監査役の職務を補助する使用人を設置していないので、独立性

に関する事項の定めは設けないが、それを設置することになった場合には、当

該使用人の人事異動・人事評価・懲戒に関しては、監査役会の同意を得るもの

とするなど、取締役からの独立性を確保するよう人事的配慮を行う体制とする。 

 

９．当社企業グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び

その他の監査役への報告に関する体制 

 

監査役は、取締役会及び執行役員会等重要な会議に出席し、重要な意思決定

の過程及び業務の執行状況を把握し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を

求めることができるものとする。 

取締役会、執行役員会及び部長会をはじめとする各種会議体における議事録

及び稟議書については、常勤監査役に対して回覧する方法で報告を行う。 

また、当社企業グループの取締役及び使用人は当社企業グループの経営に重

大な影響を及ぼす恐れが発生した場合、遅滞なく監査役にも報告する。 

 

１０．当社の監査役に報告を行った者が当該報告を行ったことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

 

当社は、当社監査役に対して報告を行った者に対し、当該報告を行ったこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社企業グループの

取締役及び使用人に周知徹底する。 

 

１１.当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続

きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項 

 

当社は、当社監査役がその職務の執行につき当社に対して費用の前払い等の

請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に

必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるものとする。 

 

１２．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 

当社企業グループの取締役及び使用人の監査役監査に対する理解を深め、監

査役監査の環境を整備するように努める。 

代表取締役をはじめ取締役や執行役員とのより積極的な意見交換を行い、適

切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。 



１３.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況 

 

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力を、暴力・威力と詐

欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人と捉え、一切の関係を

排除する。反社会勢力に対応する部門である管理部が、関係行政機関や外部専

門機関等と緊密な連携を図り、速やかに対応する。 

 

以上 


